予算要求資料
平成２９年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：土地利用対策費
	事業名　公共事業連携先行地籍調査支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　都市建築部　都市政策課　土地計画調査係　電話番号：058-272-1111（内3760）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11654@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　１，０００千円（前年度予算額：０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜県の地籍調査は昭和38年度に始まり、現在は29市町村と1森林組合が実施している。進捗率は平成27年度末時点で16.1％と、全国平均の約51％に比べ著しく遅れている。
地籍調査は災害復旧・復興の迅速化、円滑な公共事業の実施、固定資産税の課税の適正化等に有効である。また、県が公共事業を行う前に市町村による地籍調査事業が完了していれば、県において用地測量等の作業が省略できる。
この事業を実施することにより、県においては公共事業の工期短縮・経費削減が図られるとともに、市町村における地籍調査の進捗率の向上にも寄与する。
（２）事業内容

県が行う公共事業に先行して、市町村が当該公共事業予定地域を含めて地籍調査を実施する場合に、県の公共工事に係る用地の測量対象面積に相当する地籍調査費の５％を補助する。
【効果】

　　・円滑な用地取得による公共事業の工期短縮
・地籍調査の成果活用による公共事業の測量経費の削減
　　・地籍調査の促進（進捗率の向上）
（３）県負担・補助率の考え方

県が行う公共事業用地の対象面積に相当する地籍調査費の５％を負担。
	　地籍調査の費用のうち市町村が負担するのは事業費の1/4(国:1/2、県:1/4)であり、そのうち80％程度は特別交付税において措置されており、実質的な負担は事業費の5％である。その市町村負担分の5％を県が負担することにより県の公共工事に係る部分の地籍調査費について、市町村の実質的な負担は０となる。


（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	 
	

	工事請負費
	
	

	補助金
	1,000
	市町村が実施する地籍調査に係る補助金

	その他
	
	

	合計
	1,000
	


	　決定額の考え方　





県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	公共事業連携先行地籍調査支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村

	補助事業の概要
	（目的）公共事業の効率化
（内容）県が行う公共事業に先行して、市町村が当該公共事業予定地域を含めて地籍調査を実施する場合に、県の公共工事に係る用地測量対象面積に相当する地籍調査費の５％を補助する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	・円滑な用地取得による公共事業の工期短縮

・地籍調査の成果活用による公共事業の測量経費削減

・地籍調査の促進（進捗率の向上）

	終期の設定
	終期　　年度

（理由）


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県において公共事業を進めるに当たり、土地の境界確定や地図訂正等に多大な労力と経費がかかり、公共事業の進まない要因の一つとなっている。

県の公共事業を実施する前に市町村が先行して地籍調査をすることにより、県は用地測量に係る作業が省略でき、工期短縮等が図られるとともに、地籍調査の進捗率の向上にも寄与する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H29年度末)
	目標

(終期)

	①地籍調査実施済面積

（事業開始から）
	1387.18ｋ㎡
	
	8624.70ｋ㎡
（H  ）

	②地籍調査実施面積

（Ｈ２２～Ｈ３１）

第６次県十箇年計画
	137.34ｋ㎡
	556.00ｋ㎡
	770.00ｋ㎡
（H31）


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

1,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	1387.18k㎡
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	342.00ｋ㎡
	449.00ｋ㎡
	556.00ｋ㎡

	指標②実績
	
	
	137.34k㎡
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	40.2％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	東日本大震災後、津波や土砂崩れにより境界杭が確認不能となった場合など、土地境界を座標（土地の位置データ）で管理する地籍調査は災害復旧の迅速化を図るためには欠かせない事業であることが再認識されており、将来の発生が予測されている南海トラフ巨大地震により防災意識が高まる中、地籍調査の重要性が再認識されている。

また、県としても、直接用地測量を行うよりも市町村が行った地籍調査の成果を活用したほうが工期短縮・経費削減の効果が見込める。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


財政課で記載します。








